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2010.3.6

船戸　明

【1】 H22税制改正の概要

1 個人所得課税

	項目
	内容
	関連政策
	適用時期

	
	
	
	H22
	H23
	H24

	扶養控除見直し
	15歳までの扶養控除(38万円)廃止
	子ども手当の創設
	
	◎
	

	
	16～18歳に上乗せされている扶養控除(25万円)廃止
	高校の実質無償化
	
	◎
	

	少額上場株の配当・譲渡所得非課税措置
	非課税口座内で、新規投資100万円(3年間で300万円)を上限に、上場株の配当・譲渡益について非課税
	金融所得課税の一体化
	
	
	◎(～H26)

	生命保険料控除の改組
	一般生命保険料控除、個人年金保険料控除、介護医療保険料控除とし、各4万円(計12万円)を限度とする。
	
	
	
	◎


2 法人課税

	項目
	内容
	背景
	適用時期

	
	
	
	H22/4
	H22/10
	H23

	グループ内取引に係る税制(グループ法人税制)
	100％グループ内の資産譲渡取引の譲渡損益繰延べ
	グループ経営の進展、連結納税の普及
	
	◎
	

	
	大法人の100％子法人に対する中小企業向け特例の見直し
	
	◎

(開始)
	
	

	
	連結子法人の連結納税開始前欠損金の持込制限見直し
	
	◎

(開始)
	
	

	一人オーナー会社課税制度の廃止
	オーナー会社の給与について、損金算入を一部制限する制度を廃止
	法人では役員報酬という経費、個人は給与所得控除あり⇒二重控除についての抜本措置をH23に講じる。
	◎

(終了)
	
	


【2】 グループ法人単体課税制度の創設

1 グループ重視への最近の動向

	
	法制
	税制
	企業会計

	1997年
	純粋持株会社解禁
	
	連結中心の会計制度

	1999年
	株式交換・株式移転の導入
	株式交換・移転税制（租特）
	

	2001年
	会社分割制度の導入
	企業組織再編税制の創設
	

	2002年
	商法における連結計算書類の導入
	連結納税制度の創設
	

	2004年
	
	連結付加税（2%）の廃止
	

	2006年
	会社法施行
	組織再編税制の改正（株式交換・移転の本則への統合）
	企業結合・事業分離会計の整備

	2009年
	
	
	企業結合・事業分離会計の改正（持分プーリング法の廃止）


（出展：税研2010/1号）



《結論》　・税制も企業グループ対象に移行していく



　　　　　・一方、連結納税の普及率は低い



　　　　　・そこでグループ法人単体課税制度を導入し、また、連結納税の見直しによる使い勝手の向上



　　　　　・含み損のある土地の売却などによる租税回避防止


2 グループ法人単体課税制度の概要

1. 100％グループ内で、

· 個人や外国法人が頂点でも適用あり

2. 一定の資産移転による損益を繰り延べ、グループ外への移転等の時点で損益を認識

· 対象資産は、固定資産、棚卸資産である土地、有価証券、金銭債権、繰延資産（いずれも簿価1000万円未満除く）

· グループ内で、Ａ→Ｂ→Ｃと移転した場合、Ｃへの移転時に認識

· 移転だけでなく、償却・除却などでも損益は実現

3. 100％グループ内の内国法人間の寄附金は、支出側：損金不算入、受領側：益金不算入

· 頂点が個人の場合、この規定の適用なし

3 位置付け

　┌───── 100％グループ法人税制──────┐

　│┌─────────┐┌─────────┐│　　※100％に限定する趣旨

　　　　　　││ 100％グループ法人││ 　連結納税制度 　││　　　　　新規事業を行う場合、事業部で実施する

　　　　　　││　単体課税制度　　││ 　　　　　　　   ││　　　　ケースと、別会社を立ち上げるケースで課

  　　　　　│└─────────┘└─────────┘│　　　　税の中立性を保つ（連結納税）。

  　　　　　│      （強　制）            （任　意）      │　　　　⇒厳密に100％に限定

  　　　　　└──────────────────────┘　　　　　（自己株式、5％未満の持株会等除く）

4 実務上の問題点

	項目
	内容
	課題・問題点

	適用対象に関して
	資本金などの規模要件なし
	グループ経営という観念の低い中小企業も含め、全法人に強制適用(※1)

	100％グループに関して
	個人の場合、6親等まで含めて頂点を判定(※2)
	遠い親戚も含め、資本関係の整理が必要

	
	外国法人が頂点のケースも適用あり(※3)
	誰が子法人同士の関係を管理するのか。

	損益繰延に関して
	移転先の資産状況を常に把握する必要あり
	資産の現状把握、償却計算の状況把握など、事務負担の増大(※4)




(※1)●中小企業が親法人になる場合、事務負担の増大に耐えうるか（連結などやったことがない。。。）



　　 ●中小企業が子法人になる場合、中小特例が使用できないことによる課税強化




（親法人の資本金が5億円以上の場合、下記の適用不可）





・800万円以下の軽減税率





・交際費の損金不算入における600万円枠





・欠損金の繰戻しによる還付制度





・貸倒引当金に法定繰入率を適用　など



(※2)　　　　　　　　　　　　　　　　　(※3)






(※4)　親が140の資産を120で子に譲渡、譲渡損20を繰延、耐用年数10年、定率法(0.25)



　　　 →子の減価償却費　120×0.25＝30/年、親の譲渡損戻し　 20×30/120＝5



　　　 →譲渡損戻し簡便法：子の償却額に関係なく、定額戻し　 20×12/120＝2 

【3】 連結納税制度の見直し

1 子法人の有する繰越欠損金の持込制限緩和

・サーリールール同様、子法人の個別所得を限度として欠損金の控除を認める

2 グループ内の寄附金

・【２】同様、支出側：損金不算入、受領側：益金不算入（従来益金算入）とする。

3 承認申請期限の短縮

・従来の承認申請期限：適用開始事業年度開始前6ヶ月→変更後：3ヶ月

【4】 グループ法人単体課税制度と連結納税制度の比較

	項目
	グループ法人税制
	連結納税選択

の有利不利

	
	グループ法人単体課税

（強制）
	連結納税

（任意）
	

	株式保有割合
	100％
	100％
	－

	適用範囲
	100％グループ内の法人

(頂点は個人・外国法人もあり)
	内国法人
	－

	所得通算
	不可
	可
	◎

	子法人が有する繰越欠損金
	課税主体は単体。影響なし。
	子法人の所得を限度として使用可能
	△

	子法人が有する資産の時価評価
	課税主体は単体。影響なし。
	連結納税開始時または加入時に時価評価(一部除外あり)。
	△

	内国法人間の取引
	
	
	

	・資産譲渡損益
	グループ外への移転等の時点まで損益を繰延
	グループ外への移転等の時点まで損益を繰延
	－

	・寄附金
	支出側：損金不算入

受領側：益金不算入

(頂点が個人の場合除く)
	支出側：損金不算入

受領側：益金不算入
	－

	税額控除
	単独計算
	グループ全体で計算(試験研究費等)
	○

	中小法人優遇税制(軽減税率等)
	親法人の資本金5億円以上の場合、利用不可
	親法人の資本金1億円超の場合、利用不可
	△(5億円以上であれば－)

	事務負担
	資本関係の把握(同族個人含む)、グループ内の資産移転管理、申告書調整項目の増加、等。
	連結納税制度の構築・教育・インフラ設計、連結確定申告書作成と各所属法人への按分、決算早期化との関係、等。
	×


【参考１】シンポジウム『公開会社法を考える』

1 2010.2.17　帝国ホテル

稲岡稔氏　　　　　　：セブン＆アイ・ホールディングス　常務執行役員

大久保勉氏　　　　　：民主党衆議院議員、公開会社法ＰＴ事務局長

落合誠一氏　　　　　：中央大学法科大学院教授、東京大学名誉教授

ニコラス・ベネシュ氏：ＪＴＰ代表取締役

大楠泰治氏　　　　　：クレディ・スイス証券マネージング・ディレクター　投資銀行本部長

2 ポイント

1. 情報開示の明確化

2. 適切な企業統治の実現

3. 企業集団を基本要素と認識

3 論点

1. 監査役の一部を従業員代表から選任

【参考２】法律懇話会・1000回記念講演会『コーポレート・ガバナンスを巡る近時の議論と課題』

①　2010.3.5　大阪商工会議所

神田秀樹氏：東京大学大学院教授

前田雅弘氏：京都大学大学院教授

家近正直氏：弁護士法人第一法律事務所弁護士

村中　徹氏：弁護士法人第一法律事務所弁護士

②　パネルディスカッション

1．独立役員の確保とコーポレート・ガバナンス

・報酬の多寡は独立性判断に影響を与えない→本当にそうか？



・社外監査役で独立役員になると、代表訴訟の被告に名前を入れられる可能性→リスク0とは言えない

2． ガバナンス体制の説明・改善のための取り組み

・現行の監査役制度に金融庁は否定的


　→3つのモデル（委員会設置会社／社外取締役を中心とした取締役会／社外取締役の選任＋監査役会）


・監査役という仕組み自体、グローバルには理解されない。


・取締役会と監査役会の同時開催もありでは（神田教授）

3． その余の課題
兄A





弟B





A社





B社





外国法人X





A社





B社





Ａ社





Ｂ社





内国法人、個人、外国法人
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